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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年１０月２２日（平成３０年（行情）諮問第４６３号） 

答申日：平成３１年１月１５日（平成３０年度（行情）答申第３８３号） 

事件名：特定課が保有する「知的障害（者）の定義 判定手続きが記載されて

いる文書」の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「家庭福祉課にて保有する知的障害（者）の定義 判定手続きが記載さ

れている文書」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求につき，

「児童相談所運営指針について」（以下「本件対象文書」という。）を特

定し，開示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当で

ある。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，厚生労働大

臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が，平成３０年７月１９日

付け厚生労働省発子０７１９第９号により行った開示決定（以下「原処分」

という。）について，その取消しを求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

以下のとおりである。 

開示請求に係る行政文書の特定に誤りがある。開示請求の内容に対応す

る文書の開示を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年６月２０日付け（同日受付）で，処分庁に

対して，法３条の規定に基づき，「家庭福祉課にて保有する知的障害

（者）の定義 判定手続きが記載されている文書」に係る開示請求を行

った。 

（２）これに対して，処分庁が原処分を行ったところ，審査請求人は，これ

を不服とし，平成３０年７月３０日付け（同月３１日受付）で本件審査

請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求に関し，対象文書の特定誤りを理由とする不服申立てであ
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るが，原処分における対象文書の特定は適正に行われており，原処分は審

査請求人による開示請求に対して適正かつ誠実に行われているため，本件

審査請求は棄却すべきものと考える。 

３ 理由 

（１）本件対象行政文書の特定について 

本件開示請求は，「家庭福祉課にて保有する知的障害（者）の定義 

判定手続きが記載されている文書」である。このため，処分庁において

は，「児童相談所運営指針について」（厚生省児童家庭局長発各都道府

県知事指定都市市長宛て平成２年３月５日児発第１３３号。以下同じ。）

を本件対象行政文書として特定した。 

（２）原処分の妥当性について 

子ども家庭局家庭福祉課（以下「家庭福祉課」という。）においては

知的障害（者）の定義について記載されている文書を保有しておらず，

知的障害（者）の判定手続きについては，保有する行政文書である「児

童相談所運営指針について」の中で，児童相談所において行う特別児童

扶養手当，療育手帳に係る知的障害の判定について記載がされている。 

以上のことから，本件に対する開示は，「児童相談所運営指針につい

て」を示すことが妥当である。 

（３）審査請求人の主張について 

審査請求人は，審査請求書の中で，「開示請求に係る行政文書の特定

に誤りがある。」として原処分の取消しを求めているが，これに対する

諮問庁の説明は上記（２）のとおりであるため，審査請求人の主張は失

当である。 

４ 結論 

以上のとおり，原処分を維持することが妥当であり，本件審査請求は棄

却すべきものと考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年１０月２２日  諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１２月６日      審議 

④ 平成３１年１月１０日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件請求文書の開示請求について，処分庁は，本件対象文書を特定し，

その全部を開示する原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，文書の特定に誤りがあるとして，原処分の

取消しを求め，諮問庁は，原処分は妥当であるとしていることから，以下，
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本件対象文書の特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件請求文書は，「家庭福祉課にて保有する知的障害（者）の定義 

判定手続きが記載されている文書」であり，諮問庁は，理由説明書（上

第３の３（２））において，家庭福祉課においては知的障害（者）の定

義について記載されている文書を保有しておらず，知的障害（者）の判

定手続きについては，本件対象文書を特定した旨説明する。 

これについて，当審査会事務局職員をして諮問庁に対し詳細な説明を

求めさせたところ，諮問庁は以下のとおり説明する。 

ア 本件請求文書のうち，知的障害（者）の定義について記載されてい

る文書を保有していないことについて 

家庭福祉課の所掌事務は主に，児童の保育及び養護その他児童の保

護及び虐待の防止に関すること（障害者の保護に関することを除

く。）（厚生労働省組織令１０条４項），児童の福祉並びに母子及

び父子並びに寡婦の福祉に関する事業の発達，改善及び調整に関す

ること（障害者の福祉に関すること並びに社会福祉法（昭和２６年

法律第４５号）５６条１項の規定による報告の徴収及び検査に関す

ることを除く。）（厚生労働省組織令１０条１３項）等であり，知

的障害（者）については，所掌事務に関するものではなく，同課に

おいて，知的障害（者）の定義について記載されている文書は保有

していない。 

イ 本件請求文書のうち，知的障害（者）の判定手続きが記載されてい

る文書に該当するものとして，本件対象文書を特定したことについて 

知的障害（者）の判定手続については，保有する行政文書である

「児童相談所運営指針について」の中で，児童相談所において行う

特別児童扶養手当及び療育手帳に係る知的障害の判定事務について，

手当等の対象となる者，判定の実施等判定手続に関することが記載

されており，当該文書を本件対象文書として特定したことは妥当で

あると考える。また，家庭福祉課において，本件対象文書以外に，

本件請求文書に該当する文書は保有していない。 

なお，児童の保護や虐待の防止等については各自治体の児童相談所

が主体となって行っていることから，児童の養護その他児童の保護

及び虐待の防止に関すること（障害者の保護に関することを除く）

を所掌している家庭福祉課では，所掌事務に必要となるため，本件

対象文書を保有しているものである。 

（２）家庭福祉課において知的障害（者）の定義について記載されている文

書を保有していないとする上記（１）アの諮問庁の説明は，法令等に基

づくものであり，不自然，不合理であるとは認められず，また，これを



 

 4 

覆すに足りる事情も認められない。 

また，当審査会において，諮問書に添付されている本件対象文書の写

しを確認したところ，本件対象文書には，特別児童扶養手当及び療育手

帳に係る知的障害の判定手続に関することが記載されていることが認め

られ，本件対象文書を特定したことは妥当であるとする上記（１）イの

諮問庁の説明は，不自然，不合理であるとは認められず，また，これを

覆すに足りる事情も認められない。 

（３）したがって，厚生労働省において本件対象文書の外に本件請求文書と

して特定すべき文書を保有しているとは認められない。 

３ 本件開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，開示した決定については，厚生労働省において，本件対象文書の外に

開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないの

で，本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子  

 

 


